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について（HP,広報
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備考1

(重点支援地方交付金の追加を

踏まえた各省庁の通知の発出

状況に定義されている対象分

野)

1
電力・ガス・食料品等価格高騰重点支援給付金（７

万円）【物価高騰対策給付金】

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生

活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

R５年度分の住民税非課税世帯　49651世帯×70千円のうちR６計画分

④R５年度分の住民税非課税世帯　（49651世帯）

－ R5.12 R6.4 28,770
対象世帯に対して令和6年1月まで

に支給を開始する

ホームページ、広

報誌等
対象分野に関連しない

2 物価高騰重点支援給付金

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生

活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R５,R６の累計給付金額

令和５年度均等割のみ課税世帯　6809世帯×100千円、令和６年度非課税

化世帯　3933世帯×100千円、令和６年度均等割のみ課税化世帯　2118世

帯×100千円、子ども加算　8268人×50千円、定額減税を補足する給付の

対象者　105051人　(2491500千円）のうちR６計画分

事務費　24114千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託

料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（12860世帯）、定額減税を補足する給付

の対象者数（105051人）

－ R6.3 R6.12 1,971,424
対象世帯に対して令和6年3月まで

に支給を開始する

ホームページ、広

報誌等
対象分野に関連しない

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生

活を維持する。

②低所得世帯への給付に係る事務費

③事務費　30,000千円

事務費の内容　［需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託

料　使用料及び賃借料　人件費　として支出］

④低所得世帯等の給付対象世帯数（12226世帯）、定額減税を補足する給付

の対象者数（42050人）

－ R6.3 R6.12 30,000
対象世帯に対して令和６年３月ま

でに支給を開始する

ホームページ、広

報誌等
対象分野に関連しない

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで、低所得の方々の生

活を維持する。

②低所得世帯への給付金及び事務費

③R６の累計給付金額

令和６年度住民税均等割非課税世帯　53000世帯×30千円、子ども加算　

7500人×20千円のうちR６計画分

事務費　83864千円

事務費の内容　　[需用費（事務用品等）　役務費（郵送料等）　業務委託

料　使用料及び賃借料　人件費　として支出]

④低所得世帯等の給付対象世帯数（53000世帯）

－ R7.3 R7.4以降 1,823,864
対象世帯に対して令和7年3月まで

に支給を開始する

ホームページ、広

報誌等
対象分野に関連しない

①物価高騰への対策として、子育て世代への経済的支援のため、小学校の

給食費を無償化するもの。

②小学校給食費の無償化に係る賄材料費（4月～9月分）

③小学校1年生：582人×277円×83日=13,380,762円

　小学校2～6年生：2,824人×277円×88日=68,837,824円

④市立小学校の児童とその保護者（教職員除く）

②エネルギー・食料品価格

等の物価高騰に伴う子育て

世帯支援

R6.4 R6.9 82,219

物価高騰に係る子育て世代の負担

軽減を図るため、令和６年度の小

学生全員分（令和６年5月１日時

点で16,251人分）の給食費を無償

とし、保護者負担を軽減させる。

ホームページ 給食


